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宮崎県における
GISベースの木材合法性トレーサビリティシステム

GIS-based solution for monitoring timber legality in Miyazaki

2023年7月12日

ESRIジャパン株式会社

EUDRと木材を参考事例とした欧州市場向け森林リスクコモディティ調達の今後

EUDR & THE FUTURE OF FOREST-RISK COMMODITIES PROCUREMENT
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はじめに

GISとは
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地理空間情報（Geographic Information）
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「空間上の特定の地点又は区域の位置を示す情報」または位置情報及び「位置情報
に関連づけられた情報」からなる情報
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地理空間情報が爆発的に増加
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地理空間情報システム（Geographic Information System）
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地理空間情報を管理・利用するシステムのこと

人口分布図

災害危険箇所図

道路地図

避難場所位置イメージ
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GISの主要機能①「作成」
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複数データの結合

形状の修正

図面の位置合わせ

同じ情報を持つデータの統合属性情報の編集

形状の入力
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GISの主要機能②「分析」
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画像の分析 ネットワークの分析断面図の分析
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GISの主要機能③「表現」
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傾向の表現 分布・密度の表現可視領域の表現
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GISの”新たな”主要機能「共有」
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デスクトップGIS

作成・分析

点群

画像

解析結果

利活用

クラウド GIS

Webアプリ（2D）

Webマップ（3D）

現地調査
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モバイル

デスクトップ

Web ブラウザー

ポータル

ビッグ
データ

3D
データ

計測
データ

リアル
タイム
データ

画像
データ

ビジネス
データ

クラウド
サービス

サーバー

「あらゆる地理空間情報」を「あらゆる環境」で活用

地理空間情報を最大限に活用できる GIS プラットフォーム
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宮崎県における違法伐採対策の取り組み

確実な合法性証明を実現するためには？
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宮崎県の林業
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スギ素材生産量30年連続日本一

出典：宮崎県の森林・林業・木材産業について（宮崎県2022） 出典：林野庁

https://www.kyushu.meti.go.jp/seisaku/jyoho/pamph/pdf/cs21_6_3.pdf
https://www.rinya.maff.go.jp/j/sin_riyou/kafun/data.html
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宮崎県の林業
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誤伐・盗伐による宮崎県の林産業全体の社会的信用・評価への問題意識

出典：GISコミュニティフォーラム2023（スギサチ林業事務所発表資料）
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合法性証明の取り組み

14

現行の取り組みは性善説に基づく「属人的な」合法性証明

出典：GISコミュニティフォーラム2023（スギサチ林業事務所発表資料）（一部修正）

認定業者×届出済みの現場
＝合法木材とみなそう

確認①
伐採届受理証
（適合通知書）

確認②
合法木材供給事業者認定

from A

（実際の伐採範囲Ａ’）届出上の伐採範囲Ａ

？
？

確認③

原木市場など
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合法性証明の取り組み
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現行の取り組みは性善説に基づく「属人的な」合法性証明

出典：GISコミュニティフォーラム2023（スギサチ林業事務所発表資料）（一部修正）

認定業者×届出済みの現場
＝合法木材とみなそう

確認①
伐採届受理証
（適合通知書）

確認②
合法木材供給事業者認定

from A

（実際の伐採範囲Ａ’）届出上の伐採範囲Ａ

？
？

確認③

原木市場など

伐採現場および伐採現場までの
ルートを確認しなければ、

確実な合法性証明は出来ない。
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取り組みの方針
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伐採現場から原木市場までの確実なトレーサビリティの確保

• 口頭等による森林
所有者の確認

• 伐採届受理証（適
合通知書）の発行

森林簿・計画図
の利用

なし
荷受伝票の発行

（紙）
口頭・FAXに
よる連絡

素材生産事業者 原木市場

輸送経路情報 納材情報 ストックヤード情報伐採実施箇所情報合法伐採確認情報
取
得
す
べ
き
情
報

現
状
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ギャップへのアプローチ
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1. 対外的に合法性を証明できること

• 位置情報を用いて、伐採～出荷までのトレーサビリティの抜け穴を無くす

• 現時点で実運用可能な技術を用いる

2. 継続的に実施できること

• ITの運用知識を求めない

• オペレーション面での移行の負荷を出来るだけ掛けない

3. 経営上のメリットがあること

• 原木情報の定量的な分析による客観性の高いデータ経営を実現する

位置情報を利用して「属地的な」合法性証明を実現する
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取り組みの方針
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伐採現場から原木市場までの確実なトレーサビリティの確保

• 口頭等による森林
所有者の確認

• 伐採届受理証（適
合通知書）の発行

森林簿・計画図
の利用

なし
荷受伝票の発行

（紙）
口頭・FAXに
よる連絡

素材生産事業者 原木市場

輸送経路情報 納材情報 ストックヤード情報伐採実施箇所情報合法伐採確認情報

合法伐採確認シート*
による詳細確認

取
得
す
べ
き
情
報

現
状

ア
プ
ロ
ー
チ

モバイルのGNSSを
利用した実測

モバイルのGNSSを
利用した実測

変更なし
インターネットを利用し
た情報共有のデジタル化

* 伐採届のチェックリスト等だけでは把握しきれなかった合法伐採の確認事項をチェックするシート
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「原木管理クラウド」
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各プロセスで取得された位置関連情報を一元管理するプラットフォーム

素材生産事業者 原木市場

輸送経路情報 納材情報 ストックヤード情報伐採実施箇所情報合法伐採確認情報

原木管理クラウド スマート林業実践対策事業（2020年度～2022年度）
において構築（宮崎県合法木材流通促進協議会）

ArcGIS Online
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原木管理クラウドの構成
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アクセス管理により複数のステークホルダーが安全に参加できるプラットフォーム

原木管理クラウド

伐採実施箇所情報 輸送経路・納材情報 ストックヤード情報合法伐採確認情報

合法伐採確認情報入力用アプリ 伐採箇所データ取得用アプリ 移動ログ取得用アプリ ストックヤード管理用アプリ

販
売
管
理
シ
ス
テ
ム

原木データ分析アプリ

外部データ連携

出荷・納材データ閲覧アプリ
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原木管理クラウドのアプリケーション
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伐採箇所データ取得用アプリ
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1. モバイル用アプリのGNSSトラック記録機能を利用し、伐採境界上の変換点のポイントデータ
を取得する。

2. デスクトップ用アプリを利用し、現場で取得したポイントデータをつなぎ、伐採境界のポリゴ
ンデータを作成する。

伐採境界の位置情報を記録

ポイントデータの入力

モバイル用アプリ デスクトップ用アプリ

データ送信

ポリゴンデータの作成

伐採現場

素材生産事業者

事務所
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移動ログ取得用アプリ
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1. 現場ID（仮）、トラック写真（積み込み写真・ナンバープレート）を入力する。

2. トラック輸送中の移動ログを取得する。

3. 出荷先（原木市場）で出荷先ID（仮）、発行された荷受伝票番号を入力する。

原木の輸送経路を記録

⚫ 現場ID

⚫ トラック写真

⚫ 出荷先ID

⚫ 荷受伝票番号

原木市場

⚫ 荷受伝票番号の発行

荷受伝票番号
の通知

⚫ 移動ログ

伐採現場 輸送路 原木市場受付 原木市場受付

素材生産事業者/トラック輸送事業者
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出荷・納材データ閲覧アプリ
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特徴：

• 荷受された原木の移動経路データを自
動集約し、リアルタイムにマップ上に
反映

• 荷受伝票番号や日付によるさかのぼり
検索が可能

• トラック写真や移動ログにより、原木
の不正な積み替えにも即座に気づくこ
とが可能

• 位置情報として確認できるため、誰が
見ても分かりやすく透明性の高いエビ
デンス資料として利用可能

伐採箇所および出荷先までの経路情報のリアルタイム把握

出荷・納材データ閲覧アプリ

• 伐採箇所情報
• トラックの移動ログ
• 出荷者/荷受伝票番号
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原木データ分析アプリ
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特徴：

• 販売管理システムと連携することで、
デューデリジェンスを日常の経営管理
に実装

• 材種・径級等の原木情報の分析（販売
管理システムと連携）

• 現場毎/出荷者毎の原木の傾向の分析

• 原木情報と連動した伐採箇所・輸送経
路の確認

• 素材生産事業者への原木明細書データ
の共有

合法性確認情報を含む原木データの確認

原木データ分析アプリ

• 販売管理データ
• 物件の販売情報/傾向
• 伐採箇所/輸送経路

https://insights.arcgis.com/#/view/1e98d24803d941db8d9b706586c79c99
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社会実装に向けた課題

システム構築・導入の観点から
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実装にあたって留意すべきこと
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•合法性証明の単位
• 把握する単位が小さくなるほど運用や技術的なハードルは高くなる。
→データとして十分でかつ実装可能な単位の設定がカギ。

•合法性証明の方法
• 証明方法が定まっていないと、広域での証明が難しくなる。
→導入するシステムが異なっても同一基準で証明できる仕組み（標準化・監査
機関）が必要。

•他システムとの連携
• データ整備の重複やデータ受け渡しの手間がかかると手段が目的化してしま
い、業務の複雑さや運用コストが増加する原因になる。

→販売管理システムや森林クラウドなどの業務システムと連携し、スムーズに
情報をやり取りできる仕組みづくりが必要

システムの観点からの主な課題

参考：「原木管理クラウド・ヴィジョンペーパー（案）」（宮崎県合法木材流通促進協議会.令和5年3月）
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